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第１ 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価 

 

平成 19 年 6 月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部が改正され、

平成 20 年度から、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状

況について、教育委員会自らが点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成

し、議会に提出するとともに、公表することが義務付けられました。また、点検及び

評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るものと

するとされました。 

 

【根拠法令】地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第 1 項の規定により教育長

に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第 4項の規定により事務局職

員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価

を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しな

ければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有す

る者の知見の活用を図るものとする。 

 

 

第２ 平成 28年度 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方

針について 

 

新宿区教育委員会では、平成 28 年第 6 回教育委員会定例会において議決した「平

成 28 年度 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針」に基

づき、点検及び評価を実施します。 

 

１ 実施目的 

(1) 教育委員会が、教育に関する事務及び執行状況を点検及び評価し、課題や今後の

改善の方向性を明らかにすることにより、効果的な教育行政の一層の推進を図る。 

(2) 点検及び評価の結果に関する報告書を作成し、議会に報告するとともに、公表す

ることにより、区民への説明責任を果たし、信頼される教育行政の推進を図る。 

 

２ 点検及び評価の対象 

新宿区教育ビジョンに掲げる全ての個別事業とする。 
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３ 実施方法 

(1) 点検及び評価は、平成 27 年度の個別事業の進捗状況を総括するとともに、平成

24 年度から平成 27 年度までの 4 年間を通じた個別事業について総括する。また、

課題や今後の方向性を示すものとする。 

(2) 学識経験者の意見を聴取した上で実施する。 

(3) 10 月の教育委員会定例会において点検及び評価の結果をまとめた報告書を決定

し、翌年度の事業実施方針及び予算見積もりに反映する。また、報告書は区議会へ

提出するとともに公表する。 

 

 

第３ 点検及び評価会議の実施 

 

○ 日時 7 月 11 日 15:00～17:00 

○ 本庁舎 6 階 第四委員会室 

○ 学識経験者 

・ 児島 邦宏 氏 東京学芸大学名誉教授 

・ 菅野 靜二 氏 早稲田大学大学院教職研究科非常勤講師 

・ 村上 祐介 氏 東京大学大学院教育学研究科准教授 

○ 内容 

平成 27 年度個別事業実績説明及び意見聴取 

 

 

第４ 平成 27年度新宿区教育委員会の活動について 

 

新宿区教育委員会の会議は原則として毎月第一金曜日に定例会を開催し、必要に応じ

臨時会を開催しています。平成 27 年度は、定例会 12 回、臨時会 12 回を開催し、議案  

63 件、報告 50 件について審議等を行いました。 

 

＜主な審議等＞ 

平成 28 年度から使用する区立中学校教科用図書について、7 月から 3 回にわたり、

新宿区の学校、生徒の実情に十分配慮し、公平・公正に討議・検討を行いました。採択

の候補になる教科用図書について、最終的に 6 人の委員がそれぞれの意見を述べ、全委

員の意見の一致により、8 月の定例会で新宿区の生徒にとって適切な教科用図書を採択

しました。 

また、新宿区第三次実行計画の策定にあわせ、教育ビジョンの個別事業について、こ

れとの整合性を図るとともに必要な修正を行い、平成 28年度から 29年度までの 2年間
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で取り組む事業をとりまとめた「新宿区教育ビジョン個別事業（平成 28年度～平成 29

年度）」を策定しました。 

 区立幼稚園のあり方については、「区立幼稚園のあり方の見直し方針（素案）」につい

て、パブリック・コメントを行うとともに地域説明会を実施し、保護者や地域の方々へ

の丁寧な説明を行ったうえで、平成 27 年 10 月に「区立幼稚園のあり方の見直し方針」

を策定しました。この「区立幼稚園のあり方の見直し方針」では、28 年度からの区立

幼稚園運営として、3 歳児学級の新設と定員の拡大、預かり保育の実施などを示しまし

た。 

 

＜主な取り組み＞ 

 平成 27 年度から、子ども一人ひとりの学びを支援して学力の向上につなげるため、

新宿区独自の学力調査「新宿区学力定着度調査」を導入しました。今後は、この調査を

毎年実施することで、児童・生徒の学習内容の定着状況を各学校において経年で把握・

検証し、学力の定着と向上を図るとともに、授業等の工夫・改善を図っていきます。 

 また、小学 4 年生から中学校 3 年生までに、「より良い学校生活と友達づくりのため

のアンケート（hyper-QU）」を導入し、教職員が学級の状況や児童・生徒の実態を客観

的に把握するとともに、いじめ等の未然防止や早期発見・早期対応のための組織的な対

応の推進を図りました。 

 発達障害等の児童への指導・支援の充実を図るため、まなびの教室（特別支援教室）

を平成 28 年度から全小学校で開設できるよう環境整備を行いました。まなびの教室で

は、拠点校の教員が児童の在籍する学校を巡回して指導するため、児童が在籍学級での

適応状態に応じた、きめ細やかな指導を受けることができるようになり、児童の実態に

即した指導等に向けた体制が整いました。 

 児童のより一層の安全確保や犯罪抑止を目的として、区立小学校の通学路への防犯カ

メラの設置を開始しました。防犯カメラの設置にあたっては学校との連携・調整を行う

とともに、地域説明会を実施し地域への周知・説明に努め、平成 27 年度は、10 校の通

学路に計 60 台の防犯カメラを設置しました。今後は、平成 29 年度までの 3 年間で全

区立小学校に設置していきます。 

 このほか、愛日小学校について、平成 29 年 2 月の竣工に向けて新校舎の建設工事に

着工しました。また、平成 29 年 3 月に開設予定の下落合図書館の整備に向け、建設工

事を着実に進めるとともに、図書館を運営する指定管理者の選定準備を行いました。 
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＜教育委員会の会議以外での教育委員の活動＞ 

教育委員は、定期的に学校を訪問し、学校の経営方針等の説明を受けるとともに、授

業の様子や施設の状況等を視察し、学校の実態把握に努めています。また、教育委員会

が指定した学校が 1～2 年間かけて研究した成果を発表する研究発表会に出席したほか、

新宿区立中学校生徒会役員交流会で生徒会役員の生の声を聞いたり、保護者代表者懇談

会でＰＴＡ役員の方々やスクール・コーディネーターの方々と意見交換を行いました。 

今後も、学校訪問などの機会を通じて、教員や保護者などとの意見交換の場を持ち、

現場の実態を踏まえ、教育の諸課題に的確かつ迅速に対応していきます。 

また、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、区長と教育委員会が地域

の教育の課題やあるべき姿を共有して、より一層民意を反映した教育行政を推進するこ

とを目的とした新宿区総合教育会議が平成 27 年 4 月に設置されました。 

平成 27 年度は、全 5 回の総合教育会議が開催され、平成 27 年 11 月 6 日に新宿区教

育大綱を策定しました。 

学校訪問実施校数：20 校・園 

研究発表校数：4 校・園 

新宿区総合教育会議：①平成 27 年 4 月 15 日 ②平成 27 年 6 月 24 日 

          ③平成 27 年 7 月 29 日 ④平成 27 年 10 月 27 日 

          ⑤平成 27 年 11 月 6 日 

 新宿区立中学校生徒会役員交流会：平成 27 年 12 月 25 日 

 教育委員とスクール・コーディネーター懇談会：平成 28 年 1 月 15 日 

 保護者代表者懇談会：平成 28 年 2 月 1 日 
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第５ 新宿区教育ビジョンの概要 ～3つの柱と 14の課題～ 

 

 

 

 

 

変化の激しい時代を担う子どもたちは、社会において自立的に生きるため、知・徳・

体のバランスのとれた「生きる力」を身につける必要があります。子どもの学力や学習

の状況、心や体の状況など様々な課題を的確にとらえ、子どもたちの力を着実に伸ば

す、より質の高い学校教育を実現します。 

 

課題１ 確かな学力の向上  

○  義務教育で身につけるべき基礎学力を保証するために、特に、基礎的・基本的な学力

が十分身についていない子どものための対策を講じ、すべての子どもが確実に基礎学力

を身につける指導を徹底します。 

○  変化の激しい時代に求められる思考力・判断力・表現力等を養うため、活用型・探究型

の学習指導を実践します。また、異なる文化との共存や国際協力の必要性があることや、

環境問題やエネルギー問題といった地球規模での課題解決のための科学技術系の人材

育成が求められていることから、外国語教育と理数教育を充実します。 

○  学習意欲を高めるため、主体的に学ぶ機会を充実します。また、家庭における学習習慣

の定着にむけた取り組みを進めます。 

 

課題２ 豊かな心と健やかな体づくり  

○  豊かな人間性や社会性をはぐくみ、子ども一人ひとりに自信をもたせ、自分自身を肯定

的に受け止め、良い面を見い出すことができる感情を養います。 

思いやりの心を育て、互いの命の大切さについても考えさせるとともに、子どもたちが社

会における自己の役割について考え、社会の一員であることの認識を深めます。 

また、伝統文化理解と郷土新宿に愛着をもち地域の発展に寄与したいと思う気持ちを育

成します。 

○  スポーツを通じて健康づくりや体力の向上に向けた取り組みを進めるとともに、学校・家

庭・地域が連携して、積極的に運動やスポーツに親しむ習慣や意欲・能力を育成します。 

子どもたちの心身のバランスのよい発達のため、家庭と連携し、望ましい食習慣など健

康的な生活習慣の形成を促します。 

 

 

 

課題３ 言語・体験活動の充実  

○  調べ学習をはじめとする言語活動を重視した指導により、言語に対する関心や理解を深

     子ども一人ひとりの「生きる力」をはぐくむ質の高い学校教育の実現 

柱１ 
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め、思考・判断など知的活動やコミュニケーション、感性・情緒の基盤である言語能力を高

めます。 

○  教育活動全体を通して、体験的な活動や問題解決的な学習を積極的に取り入れ、子ど

も一人ひとりの実践的な態度・能力を育成します。 

○  子どもの日々の生活のなかに読書の時間を確実に取り入れることができるようにするなど、

読書に親しむ環境を整えます。 

 

課題４ 就学前教育の充実  

○  就学前の子どもに対する保育・幼児教育の機会を充実するとともに、施設の選択の幅を

広げ、保護者が公私立の「幼稚園」・「保育園」・「子ども園」を個々のニーズに応じて選択で

きる社会の実現を図ります。 

○  区立幼稚園・保育園・子ども園が交流や研修等を継続的に進め、それぞれのよさと特性

を学び合い、互いの保育内容の一層の充実を図ります。また、交流や研修等については、

就学前の子どもの育ちをともに担う、私立の幼稚園や保育園にも働きかけていきます。 

○  区内の子育て支援を担う施設と十分に連携しながら、幼稚園における子育て支援機能を

充実します。 

 

課題５ 連携教育の推進  

○  幼児教育・保育と小学校教育との滑らかな接続のため、小学校と幼稚園・保育園・子ども

園との連携を十分に図り、相互の教育と連続性についての共通理解を進めます。 

○  中学校において、生徒がスムーズに中学校生活をスタートすることができるよう、小学校

段階の教育内容を再度取り上げて繰り返し指導するといった工夫や、小・中学校の教員が

授業を見合う、共同して授業をする等、相互交流の一層の促進を図ります。 

    また、各教科の連携プログラムを活用し、効果的・効率的な学習内容の接続を図り、確

かな学力の向上につなげます。また、小学校において、教科担任制の検討を進めます。 
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子どもの教育において、新宿の伝統・文化を生きた教材として積極的にとり入れ、地

域に根ざした教育を進めていくことが大切です。また、教育に対する保護者や地域の

多様な要請にこたえていくために、家庭・地域・学校がともに学び、ともに育つ関係を実

現します。 

 

課題６ 地域との連携による教育の推進  

○ 地域の住民や保護者等が学校運営や学校評価に参画するしくみを構築します。 

また、地域に開かれ信頼される学校を実現するため、保護者や地域の住民の意見や要望

を的確に反映させ、それぞれの地域の創意工夫を活かした学校づくりを目指します。 

○ 地域に根ざした学校づくりを進めるため、学校と地域をつなぐスクール・コーディネーター

などの一層の活用を図るとともに、地域が学校を支援する組織づくりを支援します。 

また、新宿のまちの特性を活かした教育活動を進めるため、学習教材として、地域の歴史、

芸術、文化等の資源をより積極的に活用します。 

 

課題７ 家庭の教育力の向上と活動支援  

○ 保護者が、家庭教育における自らの役割や重要性を自覚し、自信をもって子どもを育て、

必要なしつけができるような学習の機会や場を充実します。 

  また、保護者の学校行事や地域活動への参加のきっかけづくりや、家庭教育等の講座終

了後も自主的な活動や保護者どうしのつながりが継続するしくみづくりなど、多様な形態によ

る家庭の教育力の向上を支援していきます。 

○ 保護者が保護者会へのかかわりや、ＰＴＡ活動への参画意識を高めるための支援体制を

充実させます。 

また、地域文化部や子ども家庭部等と連携し、ＰＴＡ活動と地域の様々な活動団体との協

力関係を築いていきます。 

 

課題８ 地域の知の拠点としての図書館の充実  

○ ライフステージに合わせた読書活動を推進し、図書資料の提供だけではない地域の人々

との学びあいや地域社会における様々な情報と人の交流を通じて「情報と出会う」広がりをも

ったサービスを提供していきます。また、区内全域に向けての情報発信機能を強化し、地域

や大学などとの連携や協働をより一層推進するなど、中央図書館の機能を見直し、図書館

サービスを再構築します。 

地域図書館を身近な「地域の知の拠点」として位置づけ、区民の読書活動を支援し、ビジ

ネス情報、医療・健康情報など区民の知りたい要望にこたえ、生活に役立つ情報支援を行う

など、地域文化の発展に寄与していきます。 

○ 図書館が事業主体となって、家庭や地域、学校と連携して発達段階に応じた読書活動を

推進することにより、子どもが読書を通じて生涯にわたり学習し、自己実現を図るきっかけづ

      新宿のまちに学び、家庭や地域とともにすすめる教育の実現 

柱２ 



8 

くりを行います。 

 

課題９ 子どもの安全の確保  

○ 子どもを巻き込んだ事件・事故から、子どもの安全を守るため、安全教育や危機回避能力

の育成、危機管理意識の啓発活動を絶え間なく行っていく必要があります。併せて、保護者

や地域の方を巻き込んで、通学路や日頃の生活の場でも子どもの安全を守る意識の向上を

図ります。 

また、メディアなどからの様々な有害情報やネット利用の危険性から子どもを守るために

は、学校での情報モラル教育を通して子どもに正しい対応の方法を身につけさせるとともに、

家庭の協力を得て家庭等での利用に関するルールづくりなどを進めていきます。さらに、事

件・事故や自然災害から子どもの安全を確保するため、すべての小・中学校において教育

指導と施設管理面における学校安全を実現していきます。 

 

 

 

 

 

子どもがよく学び、よく遊び、心身ともに健やかに育つことを目指し、高い資質・能力

を備えた教師が自信をもって指導に当たり、いきいきと活気ある活動を展開する学校

を実現します。 

 

課題 10 学校の適正規模の確保と適正配置  

○ 子どもたちのよりよい教育環境の実現に向け、適正な規模の学校を適正に配置するととも

に、老朽化した学校施設の整備を計画的に進めていきます。 

○ 今後、統合において新校舎を建設する場合、高機能かつ多機能で変化に対応しうる弾力

的な施設環境と健康的で豊かな教育環境を確保し、地域の生涯学習やまちづくりの核として

の施設整備を行います。また、自然環境に配慮するとともに、省資源、省エネルギーを考慮

した施設を建設します。 

 

課題 11 学校の経営力の強化  

○ 校長・園長のリーダーシップのもと、組織的で実行力のある学校・園運営を行っていくため、

校長・園長の裁量予算の一定額確保や公募制など人事権の拡充に向けた取り組みを進め

ます。 

また、管理職のリーダーシップの強化や教職員のメンタルヘルス管理も含めた組織マネジ

メント能力の向上を図る研修を充実します。 

○ 学校の情報化による事務の効率化を図るとともに、適切な事務分掌と分担を徹底するなど、

学校の事務体制の見直しを行います。 

○ 子どもや保護者が自らの判断と責任で子どもに適した学校を主体的に選択できるよう、学

校の情報の提供に努めるとともに、アンケート等による検証を行い、学校選択制度の適切な

     時代の変化に対応した、子どもがいきいき学ぶ教育環境の実現 

柱３ 
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運営を図ります。 

 

課題 12 教員の授業力の向上  

○ 教職員それぞれの経験と職層に応じた研修を体系的に実施し、教員の資質・能力の向上

を図ります。また、校・園内研究や研究発表などを通して教員の自主的な研修意欲の高揚を

評価・奨励し、教員が自ら学ぶ意欲をもつ風土の醸成を図ります。 

○ 学校の情報化を進め、「わかる授業」を実践するとともに、教員どうしが情報を共有し、相

互に教材を開発・活用できる環境づくりを進めます。 

これにより、児童・生徒の学習意欲の向上や学習理解を深めるとともに、教員間の効率的

な学び合いなど、教育の内容・方法・手段等の改善につなげていきます。 

 

課題 13 支援を要する子どもに応じた教育の推進  

○ いじめ、不登校にかかわり、各学校、教育センターにおける取り組みを充実させ、ひきこも

り・不登校児童・生徒の出現ゼロを目指します。 

また、教育センターの教育相談体制を整備するとともに、教育相談室やつくし教室と学校

の連携を進めます。家庭に課題のある場合については、地域の様々な機関や民生委員、児

童委員等とのネットワークを広げ、家族ぐるみの支援を行っていきます。 

○ 障害のある子どもたちにとっては、幼児期からの支援が大切であることから、保育園、子ど

も総合センターなどとの連携を図り、幼児の保護者への働きかけや幼稚園と小学校の保護

者の連携を進め、早期からの支援に努め、就学前から卒業まで一貫した適切な指導や支援

を行うことのできる体制を整備します。 

○ 日本語がわからない状態で日本の学校に転入してくる幼児・児童・生徒に日本の学校生

活に慣れ、日本での生活が円滑に行われるように日本語の初期指導を行うとともに、必要な

教科学習の支援を行います。 

 

課題 14 学校施設の整備  

○ 教育環境の整備として、安心して学べる学校施設を目指し、施設の保全を図るとともに時

代に即した改修を進めていきます。 

また、環境に配慮した学校施設のあり方について、CO₂削減等の環境に配慮した設備の

導入や屋上緑化・壁面緑化等の実施など、様々な可能性を検討しながら推進していきます。 
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第６ 新宿区教育ビジョンに掲げる 

個別事業の点検及び評価 

 

 

（１）点検・評価シート 

点検・評価シートの見方 

事業目的・事業概要 各事業の目的や主な内容について記載しています。 

 
 

事
業
の
み 

 

※
年
次
別
計
画
の
記
載
の
あ
る 

平成 23年度末の状況 各事業の平成 23年度末における状況を記載しています。 

平成 27年度末の目標 

（平成 27年度当初時点） 

各事業の平成 27 年度当初時点における平成 27 年度末の

目標を記載しています。 

平成 27年度当初の計画 各事業の平成 27年度当初の計画を記載しています。 

 
平
成
２
７
年
度
進
捗

状
況 

Ａ

欄 

取組み状況、成果

（数値） 

各事業の平成 27年度の取組みの状況や、実績値等を記載

しています。 

Ｂ

欄 

取組み状況の評

価、課題 

Ａ欄に対する評価や、平成 27年度末の目標達成に向けた

課題等について記載しています。 

4年間（平成 24年度～平成 27年度）

を通じた成果・総合評価 

4年間（平成 24年度～平成 27年度）について、目標の達

成状況等を踏まえ、成果や総合評価及びその理由を記載

しています。 

4年間の達成度 

A:当初の想定または予定していた成果以上の成果をあげた 

B:当初の想定または予定していた成果をあげた 

C:当初の想定または予定していた成果が十分あげられなかった 

改善内容、今後の取組み方針 
評価結果や課題等を踏まえ、改善内容や今後の取組み方

針を記載しています。 
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（２）学識経験者の指摘・意見及び教育委員会の対応・判断 

 

＜主な評価対象事業について＞ 

 

① 変化の激しい時代を生きる力の育成（基本施策 2） 

4 習得・活用・探究型の学習指導の充実 （教育指導課）…P.11 

5 外国人英語教育指導員の配置 （教育支援課）…P.13 

6 サイエンス・プログラムの推進 （教育支援課）…P.13 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ 教育課題研究校の研究発表会で、研究成果を

全小・中学校教員間で共有できたことは評価で

きる。管理職だけでなく現場の教員が研究成果

を共有できるよう、引き続き工夫していただき

たい。 

  今後の現場の課題は、アクティブ・ラーニン

グ型の授業の進め方である。難しい授業で現場

が苦労される部分であると思うので、実践事例

を効果的に教員に共有できるよう、進めていた

だきたい。 

 

 

 

・ 「外国人英語教育指導員の配置」については、

平成 27年度の学力定着度調査で英語が全国平均

を大きく上回り、子どもたちが英語に関心を持

ち積極的に取り組んでいることから、うまく機

能していると評価できる。 

 

 

・ 外国人英語教育指導員について、小学校 3 年

生からの外国語必修化を見据えると、小学校で 1

校あたり年間 43日の配置というのは今後強化し

ていく必要があるのではないかと考える。また、

中学校で 1校あたり年間 145日配置したことが、

どのような結果に結びついたかを検証していた

だきたい。 

 

 

・ 研究発表会には、全ての管理職及び教員が参

加することとしています。また、発表会の後、

グループ別の分科会を設け、意見交換を行うな

ど、参加型の研修会になるよう工夫しています。 

  昨年度の教育課題研究校の「ユニバーサルデ

ザイン」の発表では、「4つの視点と 3つの工夫」

という取組みの観点を示し、各学校の「学力向

上のための重点プラン」に盛り込むようにして、

研究成果が確実に共有されるようにしました。 

  平成 28・29年度は「アクティブ・ラーニング」

に関する教育課題研究校を指定しており、同様

に研究成果の共有に努めます。 

 

・ 小・中学校を通じた英語教育の充実を図るた

め、平成 14年度より外国人英語教育指導員を全

小・中学校に配置し、小学校の外国語活動（英

語）及び中学校の外国語教育（英語）を充実さ

せています。今後も引き続き、外国語活動及び、

外国語教育の充実を図っていきます。 

 

・ 現在、小学校 1 年生から国際理解教育におい

て、外国語（英語）を用いてコミュニケーショ

ンを図る楽しさを体験できるよう、外国人英語

教育指導員を配置し、外国語活動の充実を図っ

ています。ご指摘のように、配置日数やカリキ

ュラム等、国や都の動向を見ながら検討してい

きます。 

  また、中学校への配置日数等が、どのように

結果に結びついたか、各中学校へ派遣している
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・ 「サイエンス・プログラムの推進」について

は、平成 27年度の学力定着度調査の結果を見る

と、中学校の理科が全国平均を下回っているた

め、うまく機能していないと考えられる。子ど

もの理科離れへの対応だけでなく、それを指導

していく小学校の教員の理科に対する興味や指

導力の向上が今後の課題である。サイエンス・

プログラムに教員が理科の面白さを感じられる

ような取組みを組み込むことができないか検討

していただきたい。 

  また、学校現場の教員の理科教育に対する意

見を取り入れ、事業にうまく反映させていただ

きたい。 

 

 

 

 

 

・ 学力定着度調査から見える中学校の理科の課

題は、小学校の理科教育からの長期的な課題か、

あるいは中学校独自の事情による課題か検証さ

れたい。その検証を踏まえて、今後重点的に支

援する方向性を定め、次の施策に繋げていただ

きたい。 

 

英語教育アドバイザーの意見をもとに検証して

いきます。 

 

・ 理科教育については、観察・実験において教

師が児童・生徒に目的意識や見通しをもたせる

ことや、結果を整理し考察させることが非常に

重要です。教育委員会では、コア・サイエンス

ティーチャーを講師とした理科安全実技研修を

実施し、学校現場の教員の理科教育に対する意

見を取り入れ、小学校教員の理科に対する興味

や指導力の向上を図っています。今後は、児童・

生徒のみならず教える教員自身も、理科を学習

する楽しさや学習する意義をより実感できるよ

う、研修の内容や方法について検討していきま

す。 

  「サイエンス・プログラムの推進」について

は、児童・生徒が自らの諸感覚を働かせて、具

体的な体験により学べるよう、先端科学技術研

究に携わる研究者等の意見を取り入れたプログ

ラムを実施していきます。 

 

・ 中学校の理科の課題については、小学校から

の継続的な課題か、中学校独自の課題かという

原因の特定は難しいですが、今回の学力定着度

調査の分析結果からは、授業において観察や実

験の結果をまとめる等の押さえが十分ではない

ため、学習内容が定着していないとの課題が出

ています。また、数学的な要素など理科以外の

教科の定着を図っていくことも課題です。 

  今後は、各学校が作成する「学力向上のため

の重点プラン」について、これらの課題を踏ま

えた積極的な助言を行い、授業改善のための支

援をしていきます。 

  また、小学校の理科の指導についても、日常

的な指導の中で教員の指導力を高めるため、校

内の OJT を進めていくことや、新宿区教育研究

会理科部が実施する研修会等に参加するよう促

していきます。 

 

 



 

 

51 

 

② 教員の授業力の向上（課題 12） 

61 OJTの充実 （教育指導課）…P.41 

62 学校支援アドバイザーの派遣 （教育指導課）…P.41 

63 経験と職層に応じた研修の充実 （教育指導課）…P.41 

64 学校情報ネットワークシステムの活用 （教育支援課）…P.43 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ 学校支援アドバイザーは、事業を開始した当

初は教員への基本的な授業の指導から出発し

て、現在では学校での OJT での指導、学校運営

に対する支援まで役割が拡大し、成果が現れて

いる事業で、他の自治体ではあまりみられない、

良い取組みだと評価している。 

  学校のことを細かく把握し、学校支援アドバ

イザー同士が共通理解を持つことが重要である

ので、定期的なミーティングを充実させ、より

一層共通理解を深めていく必要がある。 

・ 学校支援アドバイザーの取組みは非常に特徴

的で意義のある施策だと考えているので、指導

者の専門性の深さ・広がりに期待しながら、人

数を含め拡充を検討されたい。学校に密着した

取組みとして今後も続けてもらいたい。 

 

・ 学校情報ネットワークシステムについて、量

的には ICT を活用した授業を行っている教員の

割合が 100%に近くなっているので、今後は ICT

を活用した授業の質の追求が重要である。した

がって、ICTを活用することによってどういった

授業改善が図られたかを示すことができるよう

な新たな指標を検討されたい。 

 

 

 

 

・ ICT支援員については、技術的なヘルプデスク

の役割から、授業支援までシフトしているよう

な先進事例があるので、今後の工夫に期待した

い。 

 

 

・ 学校支援アドバイザーは OJT 推進の役割も担

っています。月１回程度開催している課内のミ

ーティングでは、各学校の OJT の状況を確認す

るとともに、教員が困っていることや学校の支

援の仕方等を相互に報告し、今後の支援方針等

を共有し一貫した支援が行えるようにしていま

す。 

  また、数年にわたってアドバイザーが同じ教

員を担当することで、その教員の変容をみるこ

とができるのもメリットの一つであると考えま

す。本事業については今後も継続するとともに、

教育センター等で実施する研修会との関連を図

る等のさらなる強化を図っていきたいと考えて

います。 

 

 

・ 学校情報ネットワークシステム及び教室用機

器（プロジェクタ・実物投影機・ノートパソコ

ン）について、授業の質的向上を図り、児童・

生徒の学習意欲をより一層引き出すため、より

使いやすく、より教育効果の高い最新の ICT 機

器に更新を検討しています。 

  今後はご指摘のように、授業改善の新たな指

標が必要になってくると考えますので、ICT機器

を活用し、授業改善の成果が図れるような指標

を検討していきます。 

 

・ ご指摘のとおり、ICT支援員の役割は技術的な

ヘルプデスクの役割から授業支援にシフトして

います。新宿区の ICT支援員も平成 25年度から

授業支援を重点的に行っており、平成 25年度は

573 件、26 年度は 440 件、27年度は 543件の立

ち会いによる授業支援を行っています。また、
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・学校現場からの要望をフィードバックすること

で、ICT活用のさらなる充実を図っていくことが

できるのではないか。 

 

授業支援当日だけではなく、事前の打ち合わせ

も行っており、授業の準備・片付けや教材作成

等も支援しています。今後も授業支援につなが

るような ICT支援員の活用に努めていきます。 

 

・ 学校現場からの要望は、ヘルプデスクへの電

話及び ICT 支援員が学校を訪問した際に受け付

けています。受け付けた要望は教育支援課と毎

日共有しており、必要に応じて学校現場にフィ

ードバックしています。今後も学校現場の声を

ICT活用のさらなる充実に生かしていきます。 

 

 

 

③ 支援を要する子どもに応じた教育の推進（課題 13） 

65 児童・生徒の不登校対策 （教育支援課）…P.43 

19 スクールカウンセラーの派遣【再掲】 （教育支援課）…P.19 

66 教育相談体制の充実 （教育支援課）…P.43 

67 特別支援教育の充実 （教育支援課）…P.43 

68 巡回指導・相談体制の構築 （教育支援課）…P.45 

69 情緒障害等通級指導学級の設置 （教育支援課）…P.45 

70 日本語サポート指導 （教育支援課）…P.45 

71 外国籍等の子どもや保護者への教育支援等 （教育支援課）…P.47 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ 課題 13「支援を要する子どもに応じた教育の

推進」については、それぞれの分野できめ細か

く事業が展開されており、素晴らしいと評価す

る。条件整備は手厚いと思うので、今後は中身

の指導実践について深めていくことが課題であ

る。 

  今日、特別支援教育の指導の中でのよい実践

事例が多く出始めている。支援を要する子ども

に対する実践事例でも、通常の学級に取り入れ

るとよいと考えられる事例は多くある。実践事

例を共有できるような研修会を行うとともに、

実践事例を上手く取り入れた施策を検討された

い。 

 

 

・ 平成 28年度から事業開始した「まなびの教室」

において、全ての小学校で発達障害児童に対す

る個別や小集団の指導が行われるようになりま

した。今後は、まなびの教室の指導員が複数の

学校を回り、多くの児童への指導を行う中で得

たよい実践事例を各学級担任に情報提供してい

くことで、通常の学級での指導実践にも生かし

ていきます。また、指導員の連絡会を定期的に

開催することにより、指導員間での情報共有を

図りながら、指導実践について内容を深めると

もに、全ての学校に情報提供していきます。併

せて、毎年実施している教職員向けの夏季研修

を活用し、広く共有化を図っていきます。 
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・ スクールカウンセラーについては、子どもの

ことを関係者全員で理解できるような効果的な

ケース会議の必要性を感じている。ケース毎の

会議を学校全体で取り組んでいく体制を作るこ

とが重要である。 

 

 

 

 

・ 特別支援教育については、現在ニーズが増え

てきていると思うので、巡回指導の支援チーム

の派遣で努力されているとは思うが、現場の現

状として、不足しているのではないか。 

 また、平成 28年 4月に開設したまなびの教室

については、今後保護者の声を認識し、成果と

して取り入れるとよいのではないか。 

・ 各学校では、いじめや不登校その他問題行動

に対応するため、必要に応じて学校サポートチ

ーム会議を実施しており、スクールカウンセラ

ーについても学校サポートチームの構成員とな

っています。今後も、児童・生徒への理解を関

係者全員で行うとともに、迅速かつ適切な対応

が行えるよう、スクールカウンセラーも含めた

組織的な対応を図っていきます。 

 

・ 現在のところ、現場から巡回指導に対する不

足の声は聞いていませんが、各学期 1 回の定期

的な巡回指導以外でも、特別支援教育相談員が

学校の要請に応じて適宜相談に対応していま

す。 

  まなびの教室については、保護者会の際など

に利用児童保護者より意見を収集し、運営に取

り入れていきます。 
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＜その他の事業について＞ 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ 保・幼・小合同会議等、連携教育については、

私立の保育園・幼稚園も巻き込んだ工夫をする

必要がある。 

 

 

 

 

 

 

・ 保・幼・小の人的な連携については、小 1 プ

ロブレムの解決に向けても、合同会議といった

連絡調整以上のことが考えられるのではない

か。例えば、小学校の教員が保育園に研修に行

くような自治体がある。より密接な連携ができ

るよう期待したい。 

 

・ 理科の授業力向上について、小学校の教員と

中学校の理科の教員が年に数回合同でティー

ム・ティーチングでの授業を行っている自治体

がある。教員を集めて研修を行うより、日常的

な授業の中で研修を行った方が効果的である。

中学校の教員は教科の専門性があり、また、小

学校の教員は子どもに対してきめ細やかである

など、それぞれの持ち味がある。小中連携教育

をさまざまなところでもう一歩踏み出すと、さ

らによいのではないか。 

 

 

 

 

・ オリンピック・パラリンピック教育について、

教育の国際化の一環としても、外国語教育等と

関連させた新しい施策を検討されたい。 

 

 

 

・ 保・幼・小合同会議は、小学校が母体となる

活動であるため、実施する小学校にどれだけの

幼児が入学するかによって参加する保育園・幼

稚園・子ども園が決まります。 

  しかし、就学前教育と義務教育の円滑な接続

は私立の保育園・幼稚園であっても大切である

ものと考えますので、関係部署と相談しながら

対応を検討していきます。 

 

・ 初任者研修の一環で異校種理解のための課題

別研修を実施しています。全ての初任者ではあ

りませんが、毎年小学校や中学校の教員が子ど

も園で研修を実施しています。今後も、連携や

交流による相互理解の促進に努めていきます。 

 

 

・ 新宿区では、小・中合同によるティーム・テ

ィーチングで理科の授業を実施した事例は承知

していませんが、中学校の理科の教員が小学校

で授業を行ったり、中学生が指導者として小学

校に行き、理科の授業を行ったりする実践は行

われています。 

  また、今年度から区内全ての小・中学校で年 2

回小中連携の日を決め、授業公開をし、協議会

を開催しています。 

  それらを通して、教員同士の交流や意見交換

が行われ、中学校の教員の専門的な視点と、き

め細やかな対応ができる小学校の教員の視点を

うまく融合できるよう、支援していきます。 

 

・ 2020 年東京オリンピック・パラリンピックを

契機とし、児童・生徒が異文化理解を深めたり、

身近な事柄について外国語を使ってコミュニケ

ーションを図ろうとする態度を育むとともに、

これらの経験を通して感受性が豊かで向上心の

ある人に成長することは、大変重要であると考

えています。 
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  平成 28 年度から、2 泊 3 日の間、英語だけの

環境に身を置く体験を通して、コミュニケーシ

ョンを図る楽しさを味わうことで、コミュニケ

ーション能力の素地・基礎を養うきっかけとな

る英語キャンプを開始しました。 

  また、英語キャンプに参加した児童・生徒が、

自分の体験を学校で報告発表することで、参加

できなかった児童・生徒の興味やコミュニケー

ションを図ろうとする意欲を高めることにつな

がると考えます。 

  今後、東京オリンピック・パラリンピックの

開催に向け、英語による新宿の観光案内や外国

人への接し方など、必要かつ興味のある内容を

取り入れて学ぶとともに、学んだ事柄をボラン

ティア等で発揮し国際親善の役割を果たす等、

学んだ英語が実際に役立つ場の創出を検討して

いきます。 
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＜総括的な意見＞ 

 

 ●児島 邦宏 氏 

   新しく始めた学力定着度調査は、子どもの学習目標の設定・各学校の取組み・教育委員会

の教育行政施策に生かしていくことで、これまで以上に一つの確かな核ができ、新宿区の

方向性がしっかり出てくるものと期待している。 

   学力定着度調査では、問題解決的な能力が落ちているということが明確に結果としてあら

われた。アクティブ・ラーニングが目的としている部分はまさにそこであるので、新宿区

の課題として、本気でアクティブ・ラーニングに取り組む必要がある。小学校における体

験的な学習、中学校における問題解決的な学習を今後どう築いていくのか、そのあたりの

学校教育の方向性がはっきり出てきたので、今後に期待したい。 

   また、アクティブ・ラーニングでもう一つ目的としているのが、人と人との関わりあいで

ある。一人ひとりの子どもに対してはとてもよく目が行き届いているが、人間同士の関わ

り合いが、全体的な施策の中で見えにくいため、今後検討されたい。 

 

 

 ●菅野 靜二 氏 

   4年間の成果ということで、地域協働学校の推進、道徳教育の充実としての道徳授業地区

公開講座のあり方、教員の授業力の向上のための OJTのあり方等、時間をかけながら、教育

ビジョンという柱に向かって着実に成果をあげていると評価できる。学校現場と教育委員会

が、当事者意識を持って教育ビジョンの推進を一緒になって進めることで、成果が一層着実

にあがっていくものであるため、教育委員会事務局それぞれの部署で当事者意識を高めてい

くことが重要である。 

   また、アクティブ・ラーニングを大事にしていく新宿区の教育のあり方を保護者に理解し

てもらうことも大切である。これからの新宿区の教育のあり方について、保護者に家庭教

育学級などの機会を通じて理解を求めていく必要性を感じている。 

 

 

 ●村上 祐介 氏 

   全国的な傾向として、教員の多忙化対策が課題となっている。教員の多忙化は実態として

シビアな問題であり、ここを手厚くサポートすることで、よい教員の確保にも繋がってくる。

管理職の事務補助も含めて、教員のサポート体制を充実することが大切である。 

   また、全体として、学校への人的支援をきめ細かく丁寧につけていくという新宿区の体制

が、トータルで非常に成果をあげている印象があるが、きめ細かく人的支援を行うことがイ

ンプットとして、どのようなアウトプットや成果に結びついているのかを示していくことが

重要である。 
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＜まとめ＞ 

～総括的な意見を踏まえた取組みの方向性と新たな教育ビジョンの策定に向けて～ 

 

○ 平成28年度の点検及び評価では、平成27年度の教育委員会の取組みの進捗状況や成果を

総括するとともに、平成24年度から平成27年度までの4年間を通じた成果についても総括し、

学識経験者からの意見をいただきました。個別事業全体では概ね目標を達成しており、教

育ビジョンの実現に向け、着実に個別事業の実施に取り組んできたものと考えています。 

 

○ 区独自の学力定着度調査を各学校の授業改善に役立て、子ども一人ひとりの学びを支援

することで学力の向上につなげるとともに、これからの教育施策に生かしていきます。ま

た、子どもたちが問題発見、問題解決の場面を経験し、思考力や表現力を養うことができ

るよう、アクティブ・ラーニングの視点を重視した主体的かつ他者との協働による授業を

推進していきます。 

 

○ これまでの学校経営力の強化に向けた取組みや、教員の授業力を高めるための校内の組

織的な取組みを今後も継続し支援していきます。また、子どもや家庭を取り巻く環境の変

化等に伴い複雑化・多様化した課題を学校が組織的に解決し、さらなる学校の機能強化に

つながるための取組みを、地域との相互の連携・協働を行う地域協働学校のしくみを通し

て進めていきます。 

 

○ 平成21年3月に策定した新宿区教育ビジョンでは、「教育目標」を達成するため、策定か

ら概ね10年間の新宿区の目指す教育として「3つの柱と14の課題」及びその実現のための「基

本施策」と「個別事業」を示し、これらを着実に推進してきました。 

  今日の教育をめぐる状況の変化に伴う新たな課題に的確に対応し、次期学習指導要領の

全面改訂の内容を踏まえるとともに、現在策定中の新たな「新宿区総合計画」との整合を

図るため、平成30年度から始まる新たな教育ビジョンを策定します。 

 

○ 教育委員会では、本報告書における評価や学識経験者の知見を生かし、工夫や改善を図

りながら、引き続き計画的に教育施策を推進するとともに、子どもたちが地域社会や他者

とのつながりの中でのびのびと健やかに成長していけるよう、新宿区の教育の一層の充実

に取り組んでいきます。 
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